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〔行事記録〕
第28回現代法セミナー
後期高等教育における法学・政治教育のありかた
―公共政策系大学院の可能性――-
本日は、お招きいただきありがとうござい
ます。ご紹介いただきました早稲田大学の縣
でございます。
本日は、お手元にお配りいただきましたス
ライド4枚分が1ページに入っておりますレ
ジュメを中心に話をいたして、あと本研究科
のパンフレットも途中で使って説明させてい
ただきますので、よろしくお願いいたします。
（スライド）
今、ご覧のとおり、今日は4部構成でお話
したいと思います。
「はじめに」というのは、制度的な背景に
ついて。そして、その制度的な構想がさらに
敷術されたものとしての公共政策系大学院の
全体的な構想を示したうえで、本学の公共経
営研究科の構想と現状をお話し申し上げまし
て、最後に2年度目に入りましたものですか
ら、具体的な動向についてお話しさせていた
だきたいと思います。
（スライド）
まず、「はじめに」といたしまして、日本
における後期高等教育における専門職教育の
ありかたの背景にあるものを申し上げたいと
思います。
まず最初に、中央教育審議会から「大学院
における高度専門職業人養成について」とい
う中間報告がございまして、これで専門職大
学院の創設の必要性が2002年に指摘されまし
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た。そして、これに基づきまして文科省が
2003年に、この高度専門職業人の人材育成に
特化した専門職養成課程を、従来の修士、博
士課程に加えた第3の課程として創設し、こ
の専門職学位課程を置く大学院が専門職大学
院であるという規定を制定いたしました。
こうした専門職大学院制度が検討され、設
立されるという動きの一方で、教育改革国民
会議が、 2000年の段階で公共政策等の分野で
専門家を養成するプロフェッショナル・ス
クールの整備及び国家公務員と教員の要件と
して修士号取得を考慮するという点を、事前
に提起しておりました。そして、この関連に
おいて人事院も、公務員の基礎的素養として
の大学教育の重要性を強調し、有効な大学院
教育に関する検討に期待を寄せ、その動向を
注視している、という報告を出しました。
そして、内閣官房でも、公務員制度改革推
進本部という立場から、複雑多様化する行政
課題に対応する能力と意欲をもった有為な人
材を、広く多様なコースから採用できるよう
に試験制度を見直す、といった形の声明を出
し、様々な側面での公務員制度改革に取り組
む必要がある旨、すでに閣議決定をなしてい
た、というような背景がございます。
そこで、文科省では、専門職大学院の一形
態としての公共政策系大学院、当時仮称でし
たが、現在、公共政策系大学院あるいは公共
編集部注＊ 早稲田大学政治経済学術院教授 本稿は、 2004年7月10日開催法学研究所第28回現代法セミナーの
記録に加筆修正したものである。
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政策大学院と言っておりますが、この必要性
を考慮し、それに関する検討会を設けて人材
育成のためのカリキュラム等を検討し、「公
共政策系大学院のありかた等に関するまと
め」を公表いたしました。この検討会は、旧
帝国大学系の大学で法学部を持っている大学
及び首都圏、関西圏の主要な私立大学で、こ
ういった大学院に関心を持つという大学の代
表者、及び人事院、そして公務員制度改革推
進本部の代表者をメンバーとして構成されて
おりまして、これに関するまとめを作りまし
た。
（スライド）
これが背景でございまして、それに基づき
まして出されたものが公共政策系大学院構想
でございます。これは修業年限、教育課程、
科目設定、修了要件、学位、教員構成等につ
きましてモデル化しました。これは当然、 70
校認可されましたロースクールのカリキュラ
ムや設置要件等を非常に意識したものでござ
います。ロースクールが、高等教育という形
で非常に専門化した教育をカリキュラムに具
現化しておりましたものですから、公共政策
系大学院としては、何がアイデンテイティー
かということを議論したわけでございます。
そ結果、このような形になりました。修業年
限は 2年が標準で、実務経験者への 1年制
コースは可能である。それから、教育課程の
目標としては、公共政策に関する総合的な能
力育成、高い倫理観、国際性、この 3つの点
が強調されております。そして従来のデイシ
プリンとしては、法学、政治学、経済学等を
基本とする、という複合的な科目設定が教育
課程の根幹に据えられました。
そして、これを具現化するために、基本科
目群、展開科目群、実践科目群、事例研究等
4カテゴリーの科目を設定してはどうか、と
いう構想でございます。これはロースクール
が作っておりますカリキュラムのカテゴリー
を、多分に意識したものでございます。
例えば基本科目群とは、公共政策に関する
基本的な理論や必要な知識と素養であり、そ
の場合に法学、政治学、経済学という従来の
ティシプリンを基調に致します。ここで、公
共政策系大学院で行う教育の共通部分という
ものを置くべきとされました。そして展開科
目で、各専門分野に関するより高度な、また
幅広い教育内容ということで、それぞれ設定
される公共政策系大学院の個性がこのあたり
から現れた、ということでございます。
そして、当然、高度職業人養成ですので、
実践性が強調され、政策実務を行うための各
種の基本的な調査技法等の取得のために実践
的な科目を設定して、涵養する、ということ
でございます。そして具体的な事例を基に応
用能力をつける。これが事例研究ということ
でございます。
この4つの科目群を履修することで、専門
職大学院そのものは30単位以上を修了要件と
しておりますが、この公共政策系大学院は概
ね40単位以上という曖昧な表現ですが、これ
を一つのガイドに致しました。ご承知のよう
に、ロースクールの半分以下ですが、概ね40
単位以上としております。そして取得される
学位は公共政策修士、もしくは公共政策学修
士（専門職）、あるいは公共経営修士、もし
くは公共経営学修士（専門職）といったもの
でいかがであろうか、とされました。
教員構成は、基幹である 3つのデイシプリ
ン法学、政治学、経済学の必置教員数を按分
して算出する。これはご案内のとおり、大学
院設置基準及び専門職大学院設置基準には、
それぞれの分野について最小の必置教員数と
いうものが別表に掲げちれております。本学
（早稲田）の場合は法学と政治学と経済学の
比率が5: 3 : 5というような判定を受けま
して、 13人というのが必要教員数と規定され
ました。これは申請がなされた後、文科省の
方で判断するはずでございます。細かいこと
ですが、いずれにせよ、その設置基準上のこ
の3つの分野との関係で必置教員数というの
が算出されます。
そして実務家教員は、これも曖昧な表現に
なっていますが、概ね3割以上ということで
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ございます。
これで出発いたしまして、この構想が出た
時点で本学はもう設置認可が下りておりまし
たので、既存という形になっておりました。
それに加えまして、この構想に則ったと思わ
れる今年度設置の公共政策系大学院が3校ご
ざいまして、ご存じのように東京大学、東北
大学及び徳島文理大学が、この公共政策系大
学院に属しているわけでございます。
申し怠っておりましたが、実は今週、設置
審の第1回の会合があり、私はたまたま講義
日で欠席してしまいました。それに出ておれ
ば今年度どういう応募状況だったかというの
が分かっていて、ここで申し上げていいかど
うかは別として、一応認識はできたのですが、
欠席したために本年度、つまり来年度4月設
置に向けて、どのぐらいの申請が出ているか
は把握しておりません。
（スライド）
以上のような背景におきまして、私どもは、
昨年度に大学院公共経営研究科を設置いたし
ました。
公共経営という聞き慣れない言葉を前面に
出して参りましたのは、パブリック・マネー
ジメントは、このポリシーの上位概念である
というのが私どもの理解で、マネージメント
というのは全体の運営の方向性等を設定する
ことまで含めて考えております。そしてそれ
を具現化するツールがポリシィーであると考
えておりますので、公共経営（パブリック・
マネージメント）というのは社会運営の方向
性全体を考えたものである、と認識しており
ます。
具体的に申しますと、政府部門、民間部門、
シビック部門が、それぞれ異なった行動原理
を持っているわけですので、つまり、強権的
に予算を調達する、そして非営利的に活動す
る政府部門と、市場原理に則って資金調達を
し、営利を追求する民間部門と、加えて、こ
れとは別のロジックで資金調達をして経営的
な活動を行うシビック部門という、この行動
原理の異なる三者が公共性を共有する。私の
考えでは公共性というのは問題の共有と問題
の共同解決の必要性、そしてその際に自己犠
牲をはらうということ、これを私は公共性だ
と個人的に理解しております。そうした考え
方、ありかたをこの三者が共有するというの
が土壌で、そしてその上に役割分担と協力関
係があります。この役割分担と相互協力を設
定する場が情報ジャーナリズムであると捉え
ております。 4つのアクターが公共経営とい
う形で様々な協力を以って、社会の持続的発
展と国際社会の安定に寄与するということを、
本研究科では公共経営と定義しております。
（スライド）
研究科を設置するにあたりまして4つの理
念、公平と効率の均衡、多様なキャリアパス
への挑戦、公共性を弁え高邁な指導者精神の
育成、人間性豊かで責任感のある人材を掲げ
ております。
公平と効率の均衡という考えの背景には、
80年代以降、イギリスを中心に、特に概念と
して顕在化してきましたNPM、つまり端的
に言って行政への民間経営手法の導入という
ありかたには、様々な見解がございますが、
本研究科を立ち上げるに当たっての問題意識
としては、公共性の配慮の希薄化が生じてい
るのではないか、ということです。つまり、
効率の強調のあまり、公平の重要さが必ずし
も保たれていないということです。したがい
まして、その両者の均衡が必要であろうとい
うのが私どもの基本的な考え方でございます。
そして、多様なキャリアパスヘの挑戦の背
景は、日本の雇用関係の特殊性であった終身
雇用と年功序列というのが崩壊し、水平的モ
ビリティが拡大し、業績評価社会の到来です。
これはNPMの考え方がいろんな分野に出て
くるということです。そして日本では特に組
織がアイデンテイティであったわけですが、
それがむしろ個々人の専門知識・能力へと移
りつつある。こうしたなかで、日本社会のな
かのキャリアパスというのは多様化するわけ
ですから、これに対応して人材を育成してい
く必要があると考えられます。
-71-
それから、公共性を弁えた高邁な指導者精
神の育成ですが、これは、先ほど申し上げた
ような公共性を共有したガバナンスのなかで、
その公共性とは何であるかというのをちゃん
と弁えられる人材。そして高邁な精神を持っ
た指導者としての人材というのを育成したい。
しかも、その分野は国家、地方、国際公務員
であり、政治家であり、 NPO・NGOのス
タッフであり、そして広く一般のなかでそう
した精神を持った人間が必要である。そして
最後は、私どもはnoblesseobligeという概念
を使いたかったのですが、大学のなかで、そ
れはちょっと古いという批判がありまして、
人間性豊かで責任感のある人材という言葉を
使いました。早稲田大学には教旨といいまし
て早稲田大学の建学の精神がございます。そ
なかの一つに模範国民の造就がございまして、
この古い伝統的な早稲田大学の教旨を現代的
にアレンジしたものと考えております。つま
り、公共性が何であるか、そこで自らどのよ
うに行動すべきかということに関する洞察力
を持った人間、それから、政策分析能力と経
営能力を持った人間、こうした能力の背景に
温かい人間性と責任感を持つということが重
要であるということを、設置理念として考え
ております。
（スライド）
これを具現化するために、設置形態につき
ましては、昨年4月設置いたしまして、入学
定員50名、収容人員100名の 2年間での修了
を基準とする専門職大学院でございます。
そして専任教員13名でございますが、お手
元のパンフレットをご覧いただいてもお分か
りいただけるのですが、 13ページにライン
ナップがございます。これはWebでもご覧
いただけます。そして実務家教員4名在籍し
て居ります。法学系で3名、ジャーナリズム
で1名です。
そして 2年制コースと 1年制コースがござ
いまして、 2年制コースは新卒者、実務家両
方対象で修了要件40単位、春セメスター 20
名、秋セメスター 10名という定員でとって
おります。
それから、 1年制コースは実務家だけを対
象とし、実務家というのは 3年以上の職業経
験を持っている者というのが私どもの定義で
ございまして、同じく修了単位は40単位。こ
れは申請時32単位で出しましたが、設置審の
方でこれは認めないということで40単位と同
じ単位数となっております。通年で20名とい
うことでございます。
取得学位は、公共経営修士（専門職）
Master of Public Managementでございます。
（スライド）
どのように講義を構成しているかといいま
すと、 Focusというものを 3つあげておりま
して、これは行政、公共政策、公共経済でご
ざいます。
行政とはパブリック・アドミニストレイ
ションという意味で公共部門だけというふう
に言葉上なっていますが、様々なシステムの
構成要件を象徴して行政と称しております。
そして、そのシステムから出てきたアウト
プットをどのように配置するかということを
考えるのが公共政策、そしてそのアウトプッ
トが社会にどのようにインパクトを与えるか
というアウトカムを公共経済と、このFocus
のなかでは定義しております。この 3つの
Focusに分けまして、しかも、公共性、国際
性、市民性という 3つの視座で必要な科目を
構想しました。そして、この 3X 3のマト
リックスで科目を設定致しました。
学生からも現在いろいろな願望が出ていま
すが、私共は現在設定されている科目の2.5
倍ぐらいの科目を構想として出したのですが、
実行可能性としては、現在のような科目構成
となり、全体はパンフレットの 6ページに
載っております。
（スライド）
カリキュラムは 3つのステージから成って
おり、第 1ステージは公共経営の基礎必修科
目として4科目設定しておりまして、これは
公共の哲学、公共経営論、基礎経済学A、B
というのが2年制の必修科目でございます。
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1年制と 2年制の違いは6ページの右端下段
2つで示してございます。あと方法論・情報
選択必修科目ということで6科目、このうち
4科目を 2年制は選択必修しなければいけな
ぃ。 1年制はこの必修と選択必修の全科目の
なかから 6科目を選択必修ということになっ
ています。これが公共政策系大学院構想にお
ける基本科目群というものに大体相当致しま
す。
それから、その構想による展開科目群にあ
たるものが、ステージIでございまして、そ
れが6ページの選択科目でございます。でき
れば3Focus間で科目数の散らばりというも
のがない方がよろしいわけですが、どうして
も様々な実行可能性で設定科目数に差が出て
おります。
それから、そのFocusを横断的に情報・
ジャーナリズムという科目を14科目設定して
ございます。そして本研究科では、第 3ス
テージとして修士論文の作成というのが義務
づけられております。これは専門職大学院一
般では、必修になっておりません。審査中も
専門職大学院はむしろ修士論文を課さないと
ころに意義があると審査の主査もおっしゃっ
たのですが、私どもは、やはり公共経営のプ
ロフェションを築く上では修士論文は必要で
ある、と強調しまして全員修士論文を書くこ
とにしております。現在演習が12ございます
ので、この12の演習から 3つ以上選択して修
士論文を作成することになっています。これ
はステージ皿でございまして、時間的に後ろ
のように一応書いてございますが、入ったセ
メスター当初から、この演習は全員履修する
という形になります。ですから、時間的には
当初から修士論文には着手しております。
各科目のシラバスにつきましては、例えば
パンフレットの一番後ろに書いてございます
HPをご覧下さい。そこをご覧いただきます
と、順次、シラバスがご覧いただけることに
なっておりますが、そこにこのことが実際に
書かれてございます。
（スライド）
入学選考はアドミッションズ・オフィス方
式で、本年度から 2年制コースは年3回の選
考になりました。研究計画書を出してもらい
ます。それから、公共経営と英語の課題を 1
つということで、すべてWeb上でやり取り
いたしますので、教場試験をいたしません。
ある一定の締め切りにまず研究計画書を出し
てもらいます。そして次の締め切りに課題を
答えてもらいます。受験者はWebで問題を
認識し、それにメイルで答えるという形に
なっております。例えばポスト開発時代の政
策課題について論述してください、といった
問題が出されます。英語も、英語の原文を読
みまして、英語もしくは日本語で回答すると
いう形になります。例えば、左記の文章を読
み、民間営利企業におけるマネジメントの概
念や手法は行政機関に対しても適用可能であ
り、又、その必要があるとの見解についての
あなたの考えをお述べください、というもの
です。学生も問題はWebでしか見ません。
私どもの方から直接ハードコピーを配ったり
することはいたしません。
1年制コースはこうした課題ではなくて経
歴書と先ほど申しましたように、 40単位のう
ち8単位を認定いたしますので、この認定申
請のための課題を本人が書いて来ます。これ
は本人が4科目について認定を求め、事前に
レポートを出してもらう形となります。
そして、一次選考を通った方を二次選考で
面接いたしまして、 3人のプランナーという
言い方をしていますが、研究テーマから判断
して将来主査や副査になる可能性のある人を
面接のときにあてまして、研究計画の精緻化
をいたします。ですから、本人は一次選考の
際にすでに第 1回目の研究計画書を出します。
そして二次選考のときに、この面接は 1時間
でございますが、その 1時間でかなりお互い
のことが分かります。そして入学選考に通っ
た人は入学時に2回目の研究計画書を出して
もらいますので、この二次選考は実は本人が
入学したあとの修士論文にとっては非常に意
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味があることになります。勿論、入学後に研
究計画を変更することを妨げませんが、その
必要があるとすれば、まず面接のときに、か
なりはっきり致します。テーマを変更しなけ
れば、二段階を経ますので入学時に第二次研
究計画書を出しているという状態になるとい
うのが、プロセス上の狙いでございます。
（スライド）
この形で研究計画書が出まして、演習を通
じて修士論文を作成するというのが、本研究
科の最も中心になるものです。具体的な政策
立案、改革提案などを修士論文として作成す
るために必要な指導を受けることになるわけ
です。 1年間を 2セメスターに分けまして、
1セメスターを 3クールに分けます。 1クー
ルは4週間です。 1クールの間にテーマの提
出、課題の提示、課題の発表、課題の評価を
いたします。学生個々はプロファイルブック
というのを持っておりまして、そこに 1クー
ルの課題発表、これは大体私の場合ですと、
いつも目処としてA4判5枚といっているの
ですが、書いてきたものをプロファイルブッ
クヘ蓄積していきます。そのクールを指導し
た教員はその評価を当然そこに書くことに
なっておりまして、例えば2年制の学生です
と、 4セメスターですから12クールあるので、
12クールを終ると修論もできているというの
が一番理想的だと思います。なかなかそうは
いきませんが、仮にそうだとすると、12クー
ルの発表がプロファイルブックに全部入って、
それが修士論文のかなりの部分を占めている
というような状態であれば、理想的だと考え
ております。
（スライド）
政策論文としての修士論文という言い方を
しておりまして、現実社会への政策提言にな
り得る政策論文の執筆を求めています。これ
は先生方の前で大変恐縮ですが、例えば政策
立案能力の 5要素というのを考えたときに、
問題点の発見、明確な論点整理、必要な情報
の収集、問題解決のための政策論理の構築、
そして、この論理と必要な情報を総合した政
策提言の確立という要素を、この演習を通じ
て体得してもらうということを学生に強調し
て、彼らもそれを目指し、そして実際の演習
では、これを具現化しております。
（スライド）
演習指導のコンセプトといたしましては、
課題の多元的指導です。一番違うのは、普通
の修士課程では、ー名の先生の研究指導とい
う形で指導を受け研究室で研究するわけです
が、本研究科では、研究室制度はありません。
課程全体で3名以上5名程度の教員から指導
を受ける。つまり、 1クールずつ教員を変え
るということです。ですから12人から指導を
受けることは可能なんですね。しかし、それ
はやり過ぎですから、最後の修士論文の面接
が主査1名、副究1名の 2名で行いますので、
その2名の主査、副査を例えば2年制であれ
ば12クールの間に探しなさい。その探すうえ
には3名から 5名の先生の演習を受ければい
いでしょう、と言っております。
そこで考えられることは、当然、 Aという
先生とBという先生の指導の違いです。例え
ばテーマの設定の方法であるとか、あるいは
接近方法が違ってくる。しかし、在来型の大
学院ですと、主査といいますか、研究室の先
生が最終的に責任を負いますが、本研究科で
は本人が責任を持つ。主体的論文構築という
ことで、 Aという先生と B先生の矛盾した指
導の間で自分が何をやるかということを主体
的に行ってほしい、というのがわれわれの願
いです。
研究計画対応型の指導体制ということで、
それもだんだん分かってきますと、節目、節
目でこの先生が主査になるだろうな、という
暗示は教員の方からも行い、教員の方も学生
の研究計画に対応するという指導体制を組む
ようにしております。
これらを経て、 1年制の場合6クー ル、 2
年制の場合12クールで政策論文を完成すると
いうことになります。
（スライド）
このスケジュールは、このスライドにあり
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ますように、 2年制 2年次に中間リサーチ
ペーパーというものを 2回ぐらい出してもら
います。それから、修士論文の概要を出して
もらうというような形で学期初めに、ある程
度の課題を課しまして、締めをそれぞれセメ
スターごとに行います。 5月、 6月、 7月で
ファースト、セカンド、サードクールを実施
します。 10月、 11月、 12月で秋のファースト、
セカンド、サードクールを実施するという形
をとっております。
（スライド）
これは教員の側と学生の側で見たものです
が、例えばAという教員は、ずうっと通して
テーマAの1、Aの2というふうにクール別
にやっていく。 C教員はいろんな違うセット
をしていくというようなことがあったとしま
して、学生Aというのは普通に取るやり方で、
第1クールにはAlを取り、第2クールには
A2を取る。例えば学生の側も 1クールのう
ちに 2人の教員を取ったりということが可能
になります。まだ実現してないのですが、 2
人の教員が共同の演習をするというようなこ
とがあれば、それを活用するということも可
能です。
（スライド）
これは考えたときに非常に斬新でおもしろ
そうだな、ただやってみたら大変じゃないか
と思ったんですが、パンフレットですと10
ページになりますが、「特色ある研究指導方
法」ですが、結構うまくいきます。学生の方
はとにかく意欲があって主体的に教員と接触
を取れば、かなり大きな効果があると初年度
を終って実感しています。
なお、このやり取りはすべてWebでやっ
ています。ですから、個々の教員に学生の方
から、クールの直前あるいは前のクールの最
後のときに次のクールを受講するということ
をメールします。そうすると、それにした
がって、教員は学生に次のクールの課題はこ
うですというのを与える。それを少しやり取
りして合意したら、次のクールはその課題を
追究するという具合になります。
このクール制による修士論文指導というの
が、私どもの一番のポイントといっていいだ
ろうと思います。
それから、あといくつか特色を申しますと、
メセナ奨学金として企業との協力関係を結ん
でいます。 Webでは、いまご覧のページです
が、パンフレットでは32ページになりますが、
大学として公共経営というのは、先ほど申し
ましたように、政府・民間・シビックの三者
の協力、それから、ジャーナリズムの協力と
いうことを述べたわけですが、大学教育にお
いても、公的機関、企業と協力をするという
考え方をとっており、特に企業からは奨学金
の資金をいただいたり、講師を無償で派遣し
ていただいたりをしています。その具体的に
協力をいただいている企業は33ページに書い
てある企業が設立当初で、最近少し増えてき
ております。最近の状況は、 Webに掲げてお
ります。
それから、先ほど申しました公共政策大学
院として本研究科を設置したということで、
これから法科大学院がどれだけの社会的なイ
ンパクトを与えるか、特に法科大学院を出て、
法曹に行かない人材が日本の社会でどうふう
に扱われるか、それが公共政策大学院に影響
があるだろうと思っています。それが、あと
2年もしたら、そういう状況がくると思いま
す。ただ、修了前のリクルートという考え方
をすると、この冬から来年の春にかけてのリ
クルートで、もしかしたらそういう人が出て
きてしまうかもしれない、 2年で修了する人
がいると思いますから。そうするとかなり早
くこのインパクトがかかってくるだろうと思
います。そのときに、後で足立先生、橋本先
生を中心に議論することになると思いますが、
公務員のリクルートの関係で公共政策大学院
をどう扱われるのかということが、重要にな
るだろうと思います。
それから、国際教育交流を非常に拡充して
おりまして、私どもは大学院が単独で他の大
学院と協力することを箇所間協定と呼んでお
りますが、この交流協定はすでに4つ結んで
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おりまして、アメリカ 1、韓国2、中国 1で
ございます。そして現在アメリカ、フランス、
ドイツ、イギリスと交渉中でございまして、
これが結ばれれば、留学の可能性がさらに広
がりますし、教員の交換あるいは交換研究と
いうことができると思います。
それから、昨年度初めて 1年制の修了者が
出たので、直前になって思いついたのですが、
公共経営賞という年間最優秀論文の表彰とい
う制度を作りました。これを毎年行うことで、
できるだけアピールすることにいたしました。
そして、昨年の 1年制13名、これは例外的に
少ない数の修了者でありますが、今年度の修
了者が50名ぐらいになります。ですから、全
員発表することはできないのですが、公共経
営賞受賞者を含めて上位数名のプレゼンテー
ションというのを年度末に行うことで、社会
的にもアピールしたいと考えております。
（スライド）
以上が簡単な紹介でございます。 2年度目
に入りましての現状を報告いたしますと、ス
ライドにあります表は、現在の在学者数でご
ざいます。セメスター制を取っておりますの
で、 2003年春にこれだけ入学、秋にこれだけ
入学、この春にこれだけ入学というところで
ございます。幸いというべきかと思いますが、
在学者の入学定員に対する率は今年度1.15と
なっております。
右側の実線の少し太くなっている線の右側
にある数字は、内数でございまして、例えば
2003年の春は48名の在学者のうち23名が実務
家学生でございます。そして 5名が派遣学生
で、まだ中央省からはお一人も派遣していた
だいてないのですが、地方自治体からは派遣
していただいていまして、 2003年春は 5名、
今年は 9名となっております。派遣というの
は、学費は本人が払わないで派遣先自治体が
負担しているという学生のことでございます。
おしなべて計算しますと、実務家学生の割
合が2003年度では39%、2004年度では37%と
いう割合になっております。
（スライド）
今年度に入りまして、もう一つ新しいプロ
グラムを設定いたしまして、東京財団という
日本財団の下位財団でございますが、東京財
団もわれわれの研究科が設立されることが分
かった時点で、すでに2002年次に市区町村職
員国内外研修プログラムを設定したらどうか、
という提案を下さいました。これは東京財団
に対して早稲田大学とポートランド大学が協
力して、そこに市区町村から派遣が来るとい
う制度でございます。今年度6名みえてまし
て、この方々は前期早稲田で少なくとも 3科
目の授業を聴講し、そして先日、自分たちの
提案でシンポジウムを持ちまして、次はポー
トランドヘ行ってインターンシップをやると
いうのが目的なのですが、そこで何をするか
ということを早稲田で構想をまとめる手はず
です。その構想をまとめたシンポジウムをい
たしました。ここで一応目標といいますか、
自分はポートランドヘ行って、こういう研究
をやるということを宣言しておりましたので、
第 1ステージを終えました。そして 8月、 9
月ポートランドヘ行きまして、レクチャーを
聴き、主体はインターンシップでございます。
これはポートランド大学の方で本人の希望に
なるべく沿ったインターンシップを用意する
ということで、そこに 5、6週間行くという
ものです。ですから、ご本人たちは現在、現
職の市区町村職員ですから、例えばどういう
テーマがあるかというと、愛知県のある市の
方の例を取りますと、同市はアオサ発生に悩
んでいるということで海洋保全ということを
テーマに、それをどのように解決するかとい
うことをポートランドで調べたい。ポートラ
ンドの場合は河川ですが、水環境ということ
を学びたいということでございました。また、
ある人は行政とのコーポレーションというこ
とで、自分の区のありかたを考えみたい。そ
れはポートランドでどうなのか、アメリカで
は市区の権限が大きいと聞いているから、そ
れがどのように実際なっているかというよう
なことを聴きたい。そして、その成果を 9月
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上旬の現地第2回シンポジウムで発表しますc
9月に帰国したら職場に復帰してもらいますc
そして11月にもう一度早稲田に集まっても
らって第3回シンポジウムをして、この研修
プログラムに自分がどれだけのことを研究し
たかを報告する、というプログラムでござい
ます。これは 5年間の計画で2004年度から 8
年度まで早稲田と一緒にやるということで、
来年度は6名以上来てほしいと考えておりま
す。
（スライド）
こういう様々なプログラムを組みまして昨
年度の成果といたしましては、政策論文とし
ての修士論文というものは、次に書いてあり
ますように、 13名のテーマはこういうことで
ございました。非常に実践的で自治体経営改
革におけるコンサルティングファーム、大学
の役割とか、あるいは港湾経営のありかた、
経済発展と社会資本整備のありかた。このイ
ンドシナの経済発展と社会資本整備が公共経
営賞の受賞論文でありまして、実に 1年間で
A 4 200ページの修士論文でございました。
2年間でも200ページ書く人はそういないわ
けで、 1年間で200ページも書いたので私も
ちょっとびっくりいたしました。非常によい
論文でありました。それから、介護保険とか
知事のリーダーシップ。ちょっと変わったと
ころで周縁の音楽、つまりワールドミュー
ジックと現代社会の関係。それから経済構造
改革、自治体経営における情報通信技術の活
用、そして図書館評価。これを書いたのは、
ある東京の市の図書館の司書で、彼女は帰っ
てすぐこの構想を具現化すると言っていまし
た。それから、市町村合併における住民投票、
行政とNPO、地場産給食政策の導入という
ことで、非常に具体的なものでございました。
特に、この最後から 5人の方は、派遣学生で
したので、帰ってすぐ自分の現場にフィード
バックするということを考えておりました。
ですから派遣元へのフィードバックと理論的
貢献がある程度できるのではないか、と思い
ます。
（スライド）
2番目は実務志向の講義ということでケイ
ススタディという講義とグループ討論報告を
実施しております。例えば派遣先自治体を事
例とした報告ということで、ある科目で私が
担当しているもので4グループを作りまして、
そこに一人ずつ派遣学生を配します。その出
身自治体の抱えている問題のうちで、その本
人が最もいま採り上げたい問題を事例にしま
す。そしてその人をコアに4X4で16名、 1
グループ4名でグループを組みます。そして、
ある自治体と比べたい企業を採り上げて、そ
の企業との比較でその自治体への提言をする、
という講義をしています。これはグループ討
論を繰り返し、中間報告をして、来週、最終
プレゼンテーション大会ということになって
おりまして、その自治体がこういう形でなら
問題解決ができるのではないか、という提案
をするという形式です。
それから、私が担当する別の講義では、そ
れは電子政府と情報通信という科目ですが、
これには総務省からお二人政策担当者を呼び
まして 1ケースにつき 4週間を使いまして、
まず実務家の方に報告していただいて、そし
て課題を出してもらいます。例えば2001年の
ときに新しい政策があったのですが、その政
策が現在からみて正しかったのかということ
を判断するために、 2001年時点に戻って、そ
の当時考えられた案はこれであり、それを選
択した理由はこうであるというようなことを
具体的なデータをもとに話してもらいます。
その選択肢以外に何かなかったのか、という
ことをグループで討議します。その講義では
2つケースを採り上げます。そういうケイス
スタディ授業が4つぐらいございます。いず
れにせよ、実務志向で講義を展開するという
ことを強調しております。講義を組立てる上
での側面のみならず、講義演習において討論
がメンバー構成のうえで非常に充実している
というのが実感できます。これは新卒者で、
私などもそうですけれども、大学以外の社会
を知らない人間がいろんな議論をしているわ
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けですが、そこに実務学生が先ほど言いまし
たように 4割弱おりますから、あらゆる授業
で具体的事例の知見と理論的知見同士が拮抗
するということが見られます。私自身の演習
は、いつも時間が足らなくて、止めるのが大
変なんですね。実務家学生は非常に経験豊富
でありまして、お互いにどんどん議論してい
きますと、話が止まらなくなってしまいます。
そういう状況をみて新卒の学生も奮起すると
いう、非常にいい状況が生れていまして、あ
とはこれがどれだけ本人の論文に反映される
かと期待されるところですが、状況としては
非常に良く、望ましく思っています。
（スライド）
あと、 トップセミナーと言いまして、メセ
ナ企業を中心に各界のトップを招聘して授業
をしてもらいまして、例えば昨年度は15名の
講師を招きました。ある講師が御講演頂くと、
次の週に担当学生がそれをサマリーし、その
担当学生が議論を主導して、この講演理解を
深めるというやりかたを、隔週にわたって
行っております。このようなメンバーが昨年
お越し下さいまして、今年度はこのようなメ
ンバーです。特に、学生にとっては非常に負
担のようですが、テープ起こしによる講演の
再生、論点の整理、そしてそれに基づく討論
ということを繰り返しております。これが非
常に実務的な志向の講義です。
（スライド）
それから、従来、修士の課程で留学すると
いうのは在来型の研究課程では難しいのです
が、しかし、何とか修士段階で留学してもら
おうと思いまして、本学は400近い交換協定
を持っておりますので、そのなかから交換留
学先を探して実現しております。昨年度は 1
人、今年度は 2名これから留学するというこ
とで、できるだけ単位認定をして短い期間で
修了してもらう。昨年留学した人物は、おそ
らく 2年間で修了できると思います。つまり
留学によって時間的ロスをしたということは
ないだろうと聞いております。今年度から留
学する人は、もしかしたら単位不足になるか
もしれませんが、できるだけ単位不足になら
ないような形で留学を促進したいと思ってお
ります。
それから、インターンを機軸とした実務研
修を行っております。本年度は15カ所にイン
ターンを派遣いたします。早稲田大学では、
この4、5年、学部でのインターンを広めて
おりますので、新卒者にももうすでにイン
ターンの経験者がおりますが、本研究科では
新卒者は初めてだろうということで実務体験
をいたします。 それから、特に派遣学生が
別の箇所でインターンをするという意味もご
ざいまして、昨年の場合には社会経済生産性
本部に 3名ほど派遣学生を送りましたところ、
生産性本部は、近年、日本経営賞というので
しょうか、経営改善を重視しておりますので、
この分野を生産性本部で直接体験するという
ような機会もございまして、その成果を持ち
帰るといったことがございます。
それから、国際シンポジウムを開催してお
りまして、この 5月にはPublicManagement 
and Commonwealを7カ国十OECDの代表者
を招いて行いました。それから、この 8月に
もEvolutionof New Public Management in 
Local Governmentということで 4カ国を招
いてシンポジウムをいたします。これに学生
が運営に携わっているので、国際シンポジウ
ムの運営体験ということも学生にさせており
ます。
それから、お目にとまっているかどうか分
かりませんが、「早稲田パブリック・マネー
ジメント」を刊行いたしました。これは実は
日経BPと協力のうえ成り立っているのです
が、日経BP社は、カスタム出版という概念
を持っておりまして、この出版経費をすべて
出版委託側に持たせるという出版形態を持っ
ているわけです。それを先方は提案したので
すが、それでは公共経営にならないというこ
とで3対1の経費負担でやってほしいという
ことを強く主張しまして、それをのんでもら
いましたので、その分市場志向が入っており
ます。そしてカスタム出版ですと、とにかく
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出せばいいという観念に陥りますが、それは
できるだけ回避しようということで、内容上
もできるだけ市場にかなうものでなければい
けないと考え、編集にも力を入れております：：：
コラボレイト出版という概念を持ちまして、
その形態でやっております。そして執筆陣に
は本学の関係者に限るつもりはございません
ので、今日、お越しいただいた先生方も是非
ご執筆いただきたいと思っております。そう
いう形で広く範囲を拡大していきたい、と
思っております。
それから、この絹集にあたりましても、学
生が協働しておりまして、実際に執筆した学
生が3、4人おりまして、彼ら、彼女らの名
前も出ておりますので、そういう意味でも学
生のモテイヴェイションが上がるということ
です。
それから、今日お話ししなければいけない
のは、やはり公務員試験との関係です。実は
ご存じのように、昨年の夏に国家公務員法の
改正が頓挫いたしました関係で、国家公務員
試験の改革がなされなかったわけでございま
す。少し時間を置きまして、この春から人事
院を中心に考え直しておりまして、公共政策
大学院との話合いということもいまなされつ
つあります。そのなかで、実際、国家公務員
試験がどのように変革されるか。特に今まで
の考え方で言えば、公共政策大学院生の能力
が生きる試験改革。例えば法科大学院の場合
ですと、法科大学院出身者に限るわけではあ
りませんが、その大半が最後の司法試験を受
けられるという制度になっているわけで、資
格と法務博士という学位がほぼ連動している
ということになっています。ところが、公共
経営修士や公共政策修士には、そういった制
度はございませんから、その関連をできるだ
け試験制度のなかでつけていくことが必要で
あろう。それがまた専門職大学院を設置した
国の施策の狙いでもある、と考えられます。
国家公務員試験で、こういう変革が生れれば、
地方にも波及する可能性が大きいと考えてお
ります。
それから、もう一つは非常に重要な問題で、
新卒者のリクルート市場との関係です。これ
は公務員の場合にも、例えば現在では理科系
の分野でも、勿論、修士修了者が国家公務員
試験を通って採用されているわけですが、そ
の場合に甚だしきは修士を修了しているにも
かかわらず、任用時の最初の俸給は学部卒と
同じという省もございます。つまり、それの
意味するところは、学歴として認識されてい
ないということでございます。国家公務員制
度のなかで、一部では、修士は過剰学歴と見
なされています。民間の市場でもそういう意
識が非常に強いわけでありますから、専門職
大学院で専門職学位を取って、付加価値が付
いているという形に受け取って見ていただい
て、新卒の人材をどれだけ採用してもらえる
か、ということは、非常に重要な問題でござ
います。
現在、私どもの新卒者で今度の4月に修了
するのは、 20名ぐらいおります。そのうちの
6割弱が就職先の決まっている段階で、
100%ではないことを申し上げなければいけ
ないわけですので、パイオニアといいますか、
一番最初に卵を生んでしまっていますもので
すから、その辺ちょっと苦しいかなという状
況でございます。これは今後努力をして市場
を開拓していかなければいけない、と思って
います。
以上で、こちらからのお話は終らせていた
だきまして、是非、いろいろ議論をしていた
だきたいと思います。
どうも、ご静聴ありがとうございました。
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ー公共政策系大学院の可能性
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後期高等教育における
法学・政治学教育のありかた
ー公共政策系大学院の可能性
1 . はじめに
2 公共政策系大学院構想
3. 早稲田大学公共経営研究科
4. 2年度目に入って
-------- ----------------------- --------------, ----------------------------------------------. 
1. はIじめに
三~~ ''. ii• 、’ 、; l::ft• 販五紅会議'.2四~~告,I 三
| 泣徊省：専門箪天哨
l中教審t巧卿：：おける富¢り
懐設置釦摯真綱~20⑬) | 
門職業人養成（こついて四叫
2 公共政策系大学院構想
修業年隕：2年を楓準、実務経験者への1年制コース設置可能。
教青課程：公共政策に関する総合的な能力育成、高い倫理観、国際性。
科目設定
法学｀政治学、経済学等を基本とする複合的な科目設定
基本科目群；公共政策に関する基本的な理綸や必要な知識と素養
晨開科目群；公共政策の各専門分野に関するより高度な、または幅広い教育内容
実践科目群；政策実務を行うための各種の基本的な調査技法等の取得
事例研究攀；具体的な政策事例を元に知識・理鎗の応用能力取得
修了蔓件単位数：概ね40単位以上が望ましい
取得される学位：公共政策［学］修士（専門職）のほか、公共経営［学］修士（専門職）
教員構成：法学、政治学、経済学の必置教員数を按分して算出
実務家敦員は、専任教員中概ね3割程度以上確保
---------------------------------------------------------------------------------------------
3. 早稲田大学公共経営研究科--- ~ 
公共経営とは？
—ナリズム: ----------------------------------------------------------------------------------------------公平と効率の均衡 ： ： 多様なキャリア...o--,-,WI, 皿々廷./-"'-'""•- 11 -r, パスヘの挑戦
・の経営手法導入 I : 終身雇用と年
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』
功序列の崩壊
⇒ 水平的モビリティの拡大ピ
業績評価社会の到来
a慮の希薄化 I : ⇒ アイデンティティとしての公共性への眉 一丁
! i 専門知識能力知識・
・ ーク・ガヴァナンスの構築とI . '~ 
を通じた公共経営 : I 多様なキャ Iアパフ
公共性を共有したネットワ・
公平と効率の均復
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公共性を弁えた
高邁な指導者精神の育成
I公共性を共有したネットワーク・ガヴァナンス
じ
公共性を弁えた高邁な指導者精神を持った
国家地方・国際公務員、政治家、
NPO/NGOスタッフ、組織人一般の育成
設置形態
1. 2003年4月設置
2. 入学定員50名、収容定員100名
3. 専任教員,13名（内実務家教員4名）
4. 2年制コース：新卒者・実務家対象
修了要件40単位、春セメスター20名
秋セメスター10名
5. 1年制コース：実務家対象、
修了要件40単位、通年20名
6. 取得学位：公共経営修士（専門職）
MPM (Master of Pub I i cManagement) 
力，！」"~ :,~ ラム'
人間性豊かで責任感のある人材
I模範国民の造就I
I公共性の洞察力I 政策分析能力と経営能力
I人間性と責任感 I
入学選考：アドミッションズ・オフィス
I冒雪雷謬鬱［麟言1: 2年制コー ス 1年制コ一
， 第一次選考 研究計画書 研究計画
, II』~IIIM』~1~11」11111
演習を通じた修士論文作成
具体的な政策立案、改革提案などを修士論文
として作成するために必要な指導を受ける
1年間 ヨ 2セメスター
1セメスターヨ 3クール
1クール ヨ テーマの提出、課題の提示、
課題発表、課題評価
プロファイルブックヘの蓄積
: （書類選考） 公共経嘗1誅諷 経歴書
英語1課題’’ 単位認定E
： 第二次選考 3名のプランナーとの面接
' (面接） 研究計画の精緻化
政策論文としての修士論文
現実社会への政策提言となりうる政策論文
政策立案能力の五要素
問題点の発見
明確な論点整理
必要な情報の収集
問題解決のための政策論理の構築
この論理と必要な情報を総合した政策提言の確立
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演習指導のコンセプト 演習スケデュール
．．．．?
???
多元的指導：課程全体で3名以上
5名程度の教員から
主体的論文構築
研究計画対応型の指導体制
政策論文の完成
---------------------------------------------------------------------------------------------・ 
， 更なる特色
： aエ奨学金：企業との協力
： 公共政策大学院としての設置：
： 法科大学院の社会的インパクト
： 公務員のリクルート
： 国際交流の拡充：交流協定締結
， ポートランド大学ハットフィールドスクール、
： ソウル国立大学公共政策大学院、
： 高麗大学公共政策大学院、中国国家行政学院
： 交渉中
： ハーヴァード大学ケネディースクール、 ENA、
： シュパイアー行政大学院、
， リヴァプール大学メネジメントスクール
： 公共経営賞の授与：年間最優秀修士論文の表彰
----------------------------------------------―,----------------------------------------------. 
目に入って
と者 2年制 1年制 実務家学生 派遣学生
年春 35 13 23 5 
年秋 11 - 3 -
年春 49 16 28 9 
9 = 39% : 
= :-1 /% : 
----------------------------------------------_, 一―--------------------------------------------・
6週 7週 8週
A教員
B教貝
C教員
テーマB2
二• B敏員、 C教員は、 7• 8遍目でテーマを合わせて合同演詈を行っています。
• C敦員は、 5• 6遍目の漬冒を5遷目に集中させて授婁を行います。
テーマA2----,---
テーマBC3
（合閻漬冒）
Z琴
学生B C3・C4 
学生 C
?
? ?
??
?
Bc3 
BC3 
学生D,_, 
集中） I . Cl
• 学生Bは、 4選目で2つの漬詈に参加しています。
• 学生Dは、ワンクールで 2 つのクール分の演詈に参加し•他のクールで演詈参加を減
らしています。
A2 
B2 Bc3 
4. 2年度目1
?＿?＿
? ??
?
? ? ?
?
ー
竺学生
? ? ? ? ? ? ，?
東京財団
市区町村職員国内外研修プログラム? ― ?
実務家学生割合
2003年度： 23/ 
2004年度： 41/11 
? ＝
＝ 3/Uhl 
哀後：各：；：：：：各~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ 
'⑭：~：~ ~' .,;/1,f;. ハぶ＂ 二／を：亨
~7~,.~,~ 
.... 
国内外研修プログラム：2004年度6名
Final Symposium in Waseda I 
Lectures, Practicum & Symposium in Portland I 
Lectures & Symposium in Waseda I 
成果と展望
1政策提言としての修士論文-
派遣先へのフィードバックと理論的貢献
2 実務志向の講義：
ケース設定による講義とグループ討論・報告
実務家の招聘と派遣先自治体を事例とした報告
3. 講義・演習における討論の充実
具体的事例・知見と理論的知見・省察の拮抗
トップセミナー-
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2003年度修士綸文標題一覧
自治国学体にのお経役け営割る改に資革関源にす会おる計研けおる究コよンびサ資ル源テ予ィ算ングファーム、シンクタンク、大
英お
明日の港湾経営
インドシナの経済発展と社会資本整備
社会保障シのス知テ事ムの改リ革ー とダしー てシのッ介プ護保険
分権時代
周縁の・自経音治済楽体構経と造市営改民に革社お会けのる情可報能通性信技術検証
地方 の活用について
行政評価時代の図書館評価
市行厨政タ必ー村と要Nの息P役併O割とのの～是協非働をの問推う住進民に投向票けにてお～ける拘東型住民投票導入の
協働のためのコーディネー
自治体における地場産給食政策の導入
2004年前期
4月21日（水）
5月12日（水）
6月3日（木）
6月16日（水）
6月30日（水）
7月14日（水）
2004年後期
加藤紘ー氏
中坊公平氏
有森裕子氏
行天豊雄氏
堀田力氏
佐野員ー氏
岩城宏之氏（指揮者、エッセイスト）
佐藤安弘氏（キリンビー ル会長）
衆院議員、元自民党幹事長
元弁護士
5輪マラソン銀、銅メダリスト。
NPO「ハー ト・オブ・ゴー ルド」代表）
国際通貨研究所理事長、元大蔵省財務官
元検事、さわやか福祉財団理事長
ノンフィクション作家
宿沢広朗氏（三井住友銀行執行役員、日本ラグビー協会前強化委員長）
鳩山由紀夫氏（衆院議員、前民主党代表）
桝本晃章氏（東京電力副社長）
4月16日（水） 小沢一郎氏 自由党党首
4月23B(水） 篠田正浩氏 映画監督
4月30日（水） 浅野史郎氏 宮城県知事
5月28日（水） 中江要介氏 元中国大使
6月11日（水） 川淵三郎氏 日本サッカー協会会長
6月18日（水） 福原肇春氏 資生堂名誉会長
7月2日（水） 角川歴彦氏 角川ホールディングスCEO
7月16日（水） 安部修仁氏 株式会社吉野屋ディー・アンド・シー代表取締役社長
10月8日（水） 谷沢健一氏 元プロ野球選手、本学スポーツ科学部客員教授
10月29日（水） 渡辺恒雄氏 読売新聞グループ本社代表取締役社長・主筆
11月12日（水） 福澤武氏 三菱地所株式会社取締役会長
11月19日（水） 海老沢勝二氏 日本放送協会会長
12月10日（水） 出井伸之氏 ソニー株式会社代表取締役会長兼CEO
12月17日（水） 三重野康氏 第26代日本銀行総裁
1月21日（水） 武村正義氏 元新党さきがけ党首
4 交換留学の促進
5. インターンを機軸とした実務研修
6. 国際シンポジウムの開催
Public Management and Commonweal 
Evolutlon of New Public Management In Local Government 
7. 早稲田パブリック・マネジメントの刊行：
市場志向内容の発信とコラボレイト出版
学生協働の編集
8 公務員試験との関係：
人事院を中心とした意見交換
9. 新卒リクルート市場との関係
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